
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,940 円 3,050 円

3,024 円 3,157 円

3,024 円 3,168 円

③ 組　織

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適

宮古市下水道事業経営戦略

平成13年度
（16年）

宮古市上下水道部

漁業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

事 業 運 営 組 織

7.6人/ha

　1箇所（千鶏・石浜地区漁業集落排水処理施設）

無

処 理 区 数 　1区（千鶏・石浜地区）

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

職 員 数

　平成28年度の下水道事業（農業集落排水事業、漁業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業）の職員
数は、部長1名、課長1名、副主幹3名、係長3名、主査7名、主任6名、主任技師3名、主事4名、技師3名の31
名となっていますが、公営企業の水道事業、公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業にも従事して
います。
　年齢構成は、20代6名、30代3名、40代11名、50代9名、60代2名となっており、平均年齢は平成28年12月1
日現在44.5歳となっています。
　組織体制は、上下水道部に生活排水課を置き、経営管理係、料金係、給排水普及係、水道工務係、下水
道工務係、施設管理係の各係を置いて、農業集落排水事業、漁業集落排水事業、特定地域生活排水処理
事業を運営しています。
　また、公営企業の上下水道部の併任職員として、水道事業や公共下水道事業・特定環境保全公共下水道
事業に従事しています。

　基本使用料をベースとした従量制を採用しており、使用量が増えていくにつれ割増額が増えていく累進性を
採用しています。

　基本使用料：1,620円（10㎥まで）
　従量使用料：140.40円/㎥～194.40円/㎥（6段階）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　基本使用料をベースとした従量制を採用していますが、基本使用料を超えた分は均一単価としています。

　基本使用料：1,620円（10㎥まで）
　従量使用料：86.40円/㎥

～計 画 期 間 ：

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度
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（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の財源についての考え方・検討状況

②　投資以外の経費についての考え方・検討状況

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　業務の効率化を図るため、直営で行う業務と民間事業者に委託する業務を検討し、民
間事業者のノウハウを活用しながら、サービスの維持向上に努めます。

動力費に関する事項
　今後更新していく施設については、エネルギーを省力化できる機械・設備の導入を図り
ながら、費用の軽減に努めてまいります。

修繕費に関する事項 　長寿命化計画を作成し、修繕費用の平準化と適正化を図っていきます。

委託費に関する事項
　業務の効率化を図るため、民間事業者への委託が可能な業務については、委託を検
討していきます。

薬品費に関する事項 　単価契約により経費削減に取り組んでいます。

　使用料収入は、計画期間前半は水洗化率の向上を図ることにより、人口減少による減収を補いながらほぼ一定で推移していくものと見込
んでいますが、計画期間後半はやや減少するものと見込んでいます。
　繰入金は、施設整備費用に充てた企業債の償還額が増加していくことから、一般会計からの繰入金も少しずつ増加していく見込みです。

　・動力費、薬品費、修繕費、委託費は、各年度ともほぼ一定で推移していくものと見込んでいます。
　・支払利息は、新たな投資がないことから、次第に減少していくものと見込んでいます。

　排水処理施設やマンホールポンプ等の主要施設の維持管理を民間
事業者に委託し、業務の効率化を図っています。

民 間 活 用 の 状 況

　水洗化の普及や経費の削減を図り、基準外繰入金の減少に努めます。また、集落排水
事業についても公営企業会計の適用の推進が求められておりますので、公営企業会計
を適用した場合の収支への影響を検討してまいります。

使用料の見直しに関する事項

別紙「経営比較分析表」（3-4）のとおり

 　民間委託
　　（包括的民間委託を含む）

　平成13年度に処理区域の整備が完了しておりましたが、東日本大震災により汚水処理施設が被害を受けたため、平成24年度に復旧工事
を行いました。
　施設の耐用年数が経過していないため、本計画期間における投資の計画はありません。

　当市の千鶏・石浜地区の漁業集落排水事業は、平成6年7月に国の事業認可を受け、平成13年6月に供用を開始し、平成13年度に処理区
域の整備が完了しましたので、今後は、効率的な維持管理に取り組みながら、水洗化の普及に努めてまいります。
　人口減少社会を迎えた今、使用料収入の減少など経営環境は厳しさを増しつつあります。このような中で、中長期的な視点に立った計画
的な経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等に取組んでいくことが求められていますので、経営状況をより的確に把握できる公営企業
会計の適用について検討を進めてまいります。
　漁業集落排水事業は、豊かな水環境を後世につなげるとともに、将来にわたり持続可能な事業の運営を図りながら、公共用水域の保全と
市民の快適な生活を支えていきます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り（3-5・3-6）
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４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　進捗管理については毎年度実施し、計画の見直しについては3～5年ごとに見直しを行い、経営
戦略の事後検証を実施してまいります。
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
岩手県　宮古市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

44.50 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 漁業集落排水 H3 56,031 1,259.15

－

- 該当数値なし 2.67 109.04 3,024 1,481 0.82 1,806.10 【】

3
-
4

2. 老朽化の状況について

③管渠改善率
　下水道管を更新した割合を表す指標です。津軽石
処理区はH4から、千鶏石浜処理区はH6から事業に着
手しており、更新が必要な老朽化した下水道管はま
だありません。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①収益的収支比率
　費用に対する収益の割合を表す指標です。収益不
足を示す100%未満となっていますので、引き続き水
洗化の普及を図りながら使用料収入の増加に努める
必要があります。
④企業債残高対事業規模比率
　使用料収入に対する企業債残高の割合を表す指標
です。施設整備は完了していますので、企業債残高
は減少してきています。また、類似団体平均値と比
較してもその割合は低くなっています。
⑤経費回収率
　経費をどの程度使用料収入で賄えているかを表し
た指標です。100%未満となっていますが、類似団体
より高い割合で経費を回収しています。
⑥汚水処理原価
　汚水１㎥当たりの処理費用を表す指標です。類似
団体より低く抑えられています。
⑦施設利用率
　施設の処理能力に対する処理水量を表す指標で、
施設の利用状況等を表す指標です。類似団体より高
い割合で施設を利用しています。
※東日本大震災により処理施設が被災したため、
H23とH24のデータはありません。
⑧水洗化率
　水洗便所を設置して汚水処理をしている人口の割
合を表した指標です。類似団体より低い割合でした
が、年々増加してきています。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

全体総括

　使用料収入だけでは維持管理費等を賄えないた
め、一般会計からの繰入金を充てていますが、経費
回収率や施設利用率、水洗化率は類似団体より高い
割合となっており、また、企業債残高対事業規模比
率や汚水処理原価は類似団体より低くなっているこ
とから、経営は類似団体と比較して良好な状況にあ
ります。水洗化率も向上してきていますので、今後
も水洗化の普及を図りながら、使用料収入の増加に
努める必要があります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」
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⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,052.66】

【77.87】【33.90】【424.58】【40.22】

【0.13】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

漁業集落排水事業 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 51,858 53,423 19,239 19,201 19,201 19,201 19,201 19,201 19,201 19,201 19,201 19,201

（１） (B) 16,895 18,523 3,238 3,238 3,238 3,238 3,220 3,220 3,220 3,202 3,202 3,202

ア 16,895 18,523 3,238 3,238 3,238 3,238 3,220 3,220 3,220 3,202 3,202 3,202

イ (C)

ウ

（２） 34,963 34,900 16,001 15,963 15,963 15,963 15,981 15,981 15,981 15,999 15,999 15,999

ア 34,963 34,900 16,001 15,963 15,963 15,963 15,981 15,981 15,981 15,999 15,999 15,999

イ

２ (D) 30,476 30,891 11,235 11,265 11,079 10,689 10,696 10,500 10,300 10,096 9,889 9,678

（１） 22,636 23,571 8,788 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

ア

イ 22,636 23,571 8,788 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

（２） 7,840 7,320 2,447 2,265 2,079 1,689 1,696 1,500 1,300 1,096 889 678

ア 7,835 7,315 2,442 2,260 2,074 1,684 1,691 1,495 1,295 1,091 884 673

イ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

３ (E) 21,382 22,532 8,004 7,936 8,122 8,512 8,505 8,701 8,901 9,105 9,312 9,523

1 (F) 6,587 30,717 5,201 3,581 3,590 3,398 3,607 3,617 3,627 3,636 3,646 3,657

（１）

（２） 6,587 13,817 3,044 3,223 3,232 3,040 3,249 3,259 3,269 3,278 3,288 3,299

（３）

（４）

（５）

（６） 16,900 2,157 358 358 358 358 358 358 358 358 358

（７）

２ (G) 27,917 53,449 13,205 11,517 11,712 11,910 12,112 12,318 12,528 12,741 12,958 13,180

（１） 25,000 1,944

（２） (H) 27,917 28,449 11,261 11,517 11,712 11,910 12,112 12,318 12,528 12,741 12,958 13,180

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 21,330 △ 22,732 △ 8,004 △ 7,936 △ 8,122 △ 8,512 △ 8,505 △ 8,701 △ 8,901 △ 9,105 △ 9,312 △ 9,523

3-5

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

35年度 36年度 37年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

漁業集落排水事業 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

3-5

38年度29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度

(J) 52 △ 200

(K)

(L) 148 200

(M)

(N) 200

(O)

(P) 200

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 16,895 18,523 3,238 3,238 3,238 3,238 3,220 3,220 3,220 3,202 3,202 3,202

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 414,508 386,059 146,303 134,786 123,074 111,164 99,052 86,733 74,206 61,464 48,506 35,326

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

34,963 34,900 16,001 15,963 15,963 15,963 15,981 15,981 15,981 15,999 15,999 15,999

28,345 28,300 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

6,618 6,600 5,001 4,963 4,963 4,963 4,981 4,981 4,981 4,999 4,999 4,999

6,587 13,817 3,044 3,223 3,232 3,040 3,249 3,259 3,269 3,278 3,288 3,299

8,100 150

6,587 5,717 2,894 3,223 3,232 3,040 3,249 3,259 3,269 3,278 3,288 3,299
41,550 48,717 19,045 19,186 19,195 19,003 19,230 19,240 19,250 19,277 19,287 19,298

3-6

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

34年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

35年度 36年度 37年度 38年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

84 84

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

86 84 84 85 84 84収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 89 90

赤 字 比 率 （ ×100 ）

84 84

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


